
※奈良市の都市計画に関する情報は、奈良市ホームページからご覧いただけます。

『奈良市地図情報公開サイト』に関するページ

https://naracity.geocloud.jp/webgis/?z=17&ll=34.685117%2C135.804995&t=DM&mp=2&op=80&vlf=-1

（奈良市トップページ >各課のページ >都市整備部 >都市計画課 >奈良市地図情報公開サイト）



1 奈良市の都市計画
た多様な性格を持つ都市ですが、これからの都市

計画の目標は、地域固有の自然、歴史、生活文

化、産業などの地域特性を活かしながら、都市とし

ての調和と均衡を図り、ゆとりと豊かさを実感できる

個性的で快適な都市づくりを市民の協力と共に実

現していくことにあります。

平成14年（2002年）4月の中核市移行及び平成27

年7月に改訂した「都市計画マスタープラン」によ

り、今まで以上に地域社会共有の身近な都市空間

を重視した個性あふれるまちづくりを推進していま

す。

また、平成17年（2005年）4月1日に合併した旧

月ヶ瀬・都祁両村は、都市計画区域外であるため、

都市的土地利用が発生する等のおそれのある区

域において、土地利用の整序又は環境の保全を図

る都市計画の指定による都市の一体性をめざすと

ともに、旧両村の特性を踏まえた機能的相互補完

による発展をめざしています。

大正8年（1919年）に、近代的な都市建設を目的

として、ヨーロッパ諸国の例にならった都市計画法

と現在の建築基準法にあたる市街地建築物法が公

布されました。しかしその後多くの新しい都市問題

が発生したことにより、これまでの法律では対処で

きないため、昭和43年（1968年）6月15日に都市計

画法は大きく改正されました。この新しい法律は、

地方自治の尊重とそれに伴う事務分担、市街地の

スプロール現象の抑制、土地利用の合理化の3点

を特色としています。

本市では、昭和3年（1928年）に都市計画法の適

用を受けて、都市計画区域・街路網などの決定を

行い、近代都市建設に着手しました。また、奈良市

が「世界において、明びな風光と歴史的、文化的、

美術的に重要な地位を有すること」から特別法であ

る奈良国際文化観光都市建設法（昭和25年施行）

により事業を推進しています。

奈良市の西部に位置した丘陵地は昭和30年以

降、急激かつ大規模な開発によって新しい市街地

に変わり、北部の丘陵地も新しい市街地に変わっ

てきています。これら新しく形成された市街地は、

大阪のベッドタウン的な住宅地としての性格を多分

に持っています。

また、奈良市は「古都奈良の文化財」としてユネス

コの世界遺産リストに登録された東大寺、興福寺、

春日大社、春日山原始林、元興寺、薬師寺、唐招

提寺、平城宮跡の八資産群をはじめとする歴史的

文化遺産が現存し、歴史と伝統を有する古都でも

あります。これらの古都としての風格と伝統を後世

に伝え残していくことは奈良市民に課せられた使

命であり、歴史的文化遺産を守るためには、適切な

ルールに基づいて都市を形成していかなければな

りません。

このように奈良市は、新しく開発された地域を中

心とした大阪都市圏の居住機能を分担している住

宅都市、国際的にも優れた文化観光資源を有する

都市、また緑豊かな自然環境を有する都市といっ

2 都市計画とは
戦後の混乱期には住宅不足、食糧難、インフレー

ションの中、衣食住を整えることが急務であり、住宅

難を解消させるため質までは考えない都市づくりを

行わざるを得ませんでした。混乱期が終ると欧米諸

国に追いつくよう工業を急速に発展させたため、公

害問題などが発生し、また急速な都市づくりのため

交通混雑とマヒ、都市の環境の悪化、景観の変化

を生じさせました。このような問題をはじめとして、都

市として解決していかなければならない問題はたく

さんありますが、都市計画では、土地の合理的な利

用を図る土地利用計画に関するもの、都市におけ

る生活に必要な都市施設に関するもの、一定規模

の土地を開発し整備する市街地開発事業によっ

て、土地利用を計画的に誘導し、人々の健康で文

化的な活動を確保することを目的としています。
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　　※ 1　大和都市計画区域……一体の都市として総合的に整備等を行う必要のある区域として、行政区域をこえ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大和平野を中心とした都市計画区域。

　　※ 2　線引き…………………都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分すること。

平成25年3月15日
線引き、用途地域の変更
(特定保留区域の随時編入）

市街化区域4,857ha　市街化調整区域16,303ha

年　月　日 市制及び都市計画沿革内容 備　　　　　考

大正8年4月5日 都市計画法の制定（旧都市計画法） 大正8年法律第36号

昭和6年4月15日 奈良都市計画区域の指定
区域面積8,091ha（奈良市、平城村、伏見村、大安寺村、
辰市村、明治村、東市村）

昭和11年5月5日 用途地域の決定
市街地建築物法により住居地域など4 種類の用途地域を
決定

昭和25年10月21日 奈良国際文化観光都市建設法の制定 昭和25年法律第250号

昭和27年5月15日 用途地域の決定 建築基準法により住居地域など4種類の用途地域を決定

昭和31年5月30日 奈良都市計画区域の変更
区域面積12,122ha
(昭和30年合併により区域拡大）

昭和34年12月24日 奈良都市計画区域の変更
区域面積21,191ha
(昭和32年合併により区域拡大）

昭和40年12月21日 用途地域の変更 用途地域の区域拡大

昭和43年6月15日 都市計画法の制定（現行都市計画法） 昭和43年法律第100号

昭和43年9月20日 用途地域の変更 用途地域を一部変更

昭和44年5月9日 用途地域の変更 用途地域を一部変更

昭和45年12月28日 大和都市計画区域の決定　※ 1 
大和都市計画区域の一部として、奈良市全域を都市計画
区域に定める

昭和45年12月28日 線引きの決定　※ 2 市街化区域4,306ha　市街化調整区域16,885ha

昭和46年8月1日 用途地域の変更 住居地域の中に住居専用地区を設ける

昭和47年12月8日 用途地域の決定
工業専用地域を除く第１種住居専用地域など７種類の用途
地域を決定

昭和53年9月26日
線引き、用途地域の変更
(第1回見直し）

市街化区域4,338ha　市街化調整区域16,853ha

昭和60年8月30日
線引き、用途地域の変更
(第2回見直し）

市街化区域4,543ha　市街化調整区域16,648ha

平成4年12月25日
線引き、用途地域の変更
(第3回見直し）

市街化区域4,680ha　市街化調整区域16,480ha

平成23年5月10日
線引き、用途地域の変更
(第5回見直し）

市街化区域4,839ha　市街化調整区域16,321ha

平成8年4月1日 新用途地域の決定
法改正により用途地域が８種類から12種類に変更され、工
業専用地域を除く第1種低層住居専用地域など11種類の
用途地域を決定

平成13年5月15日
線引き、用途地域の変更
(第4回見直し）

市街化区域4,801ha　市街化調整区域16,359ha
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〈都市再開発方針等〉
○都市再開発法

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

〈地域地区〉
○建築基準法 　　　　　　　　　　○景観法

○駐車場法　　　　　　　　　　　  ○都市再生特別措置法

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

○都市緑地法

○古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法

○生産緑地法

○流通業務市街地の整備に関する法律

○文化財保護法

○その他

○土地基本法 〈促進区域〉
○国土利用計画法

　（国土利用計画）

　（土地利用基本計画） ○都市再開発法

○国土形成計画法

○多極分散型国土形成促進法

○近畿圏整備法

○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設 〈被災市街地復興推進地域〉
　の再配置の促進に関する法律 ○被災市街地復興特別措置法

○山村振興法、離島振興法

○その他 〈都市施設〉
○道路法　○鉄道事業法　○軌道法　○駐車場法

○都市公園法　○下水道法　○河川法　○運河法

都市地域 ○卸売市場法　○と畜場法

○大規模災害からの復興に関する法律

農業地域 ○官公庁施設の建設等に関する法律

　○農業振興地域の整備に関する法律 ○流通業務市街地の整備に関する法律　

森林地域 ○その他

　○森林法

自然公園地域 〈市街地開発事業〉
　○自然公園法 ○土地区画整理法     　○新住宅市街地開発法

自然保全地域 ○都市再開発法　      　○新都市基盤整備法

　○自然環境保全法

○その他

〈地区計画等〉
○地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

○幹線道路の沿道の整備に関する法律　

○集落地域整備法

〈その他〉
○屋外広告物法　○市民農園整備促進法　○景観法

○都市の低炭素化の促進に関する法律

○広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律

○奈良国際文化観光都市建設法

○国家戦略特別区域法

○都市鉄道等利便増進法

○その他

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別
   措置法

○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に
   関する法律

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別
   措置法

○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に
   関する法律

都
　
市
　
計
　
画
　
法

○民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する
   臨時措置法

○特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の
   促進に関する法律

○国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別
   措置法

○近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関
   する法律

○特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地
   促進臨時措置法
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都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

都市再開発の方針

住宅市街地の開発整備の方針

拠点業務市街地の開発整備の方針

防災街区整備方針

市町村の都市計画に関する基本的な方針

市街化区域

市街化調整区域 第一種低層住居専用地域

用途地域※ 第二種低層住居専用地域

特別用途地区※ 第一種中高層住居専用地域

特定用途制限地域※ 第二種中高層住居専用地域

特例容積率適用地区 特別工業地区 第一種住居地域

高層住居誘導地区 文教地区 第二種住居地域

高度地区※ 小売店舗地区 田園住居地域(H30.4.1施行)

高度利用地区 事務所地区 準住居地域

特定街区 厚生地区 近隣商業地域

都市再生特別地区 娯楽レクリエーション地区 商業地域

防火地域、準防火地域 観光地区 準工業地域

特定防災街区整備地区 特別業務地区 工業地域

景観地区※ その他 工業専用地域

風致地区※

駐車場整備地区

臨港地区

歴史的風土特別保存地区

第一種歴史的風土保存地区、第二種歴史的風土保存地区

緑地保全地域※

特別緑地保全地区

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区※

航空機騒音障害防止地区、航空機騒音障害防止特別地区

市街地再開発促進区域

土地区画整理促進区域

住宅街区整備促進区域

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

遊休土地転換利用促進地区

被災市街地復興推進地域

地区計画

防災街区整備地区計画 道路、駐車場、自動車ターミナル、都市高速鉄道、その他の交通施設

沿道地区計画 公園、緑地、広場、墓園、その他の公共空地

集落地区計画 水道、電気供給施設、ガス供給施設、その他の供給施設

歴史的風致維持向上地区計画 下水道、汚物処理場、ごみ焼却場、ごみ処理場、その他の処理施設

河川、運河、その他の水路

学校、図書館、研究施設、その他の教育文化施設

病院、保育所、その他の医療施設又は社会福祉施設

市場、と畜場、火葬場

土地区画整理事業 一団地の住宅施設

新住宅市街地開発事業 一団地の官公庁施設

工業団地造成事業 流通業務団地

市街地再開発事業 一団地の津波防災拠点市街地形成施設

新都市基盤整備事業 一団地の復興拠点市街地形成施設

住宅街区整備事業 電気通信施設

防災街区整備事業 防風・防火・防水・防雪・防砂・防潮の施設

新住宅市街地開発事業の予定区域

工業団地造成事業の予定区域

新都市基盤整備事業の予定区域

区域の面積が20ha以上の一団地の住宅施設の予定区域

一団地の官公庁施設の予定区域

流通業務団地の予定区域

上記の地域地区のうち、※印のみが適用されます。

赤字は奈良市において決定されているものを示す。

準
都
市
計
画
区
域

開発事業

市街化区域及び市街化調整区域

土
　
地
　
利
　
用

地域地区

都
市
計
画
区
域

マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン

促進区域

遊休土地転換利用促進地区

市　街　地
開発事業等
予定区域

被災市街地復興推進地域

地区計画等

都
　
市
　
施
　
設

都市施設

市
街
地
開
発
事
業

市　街　地
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3 都市計画区域

都市計画区域では、健康で文化的な都市生活及

び機能的な都市活動を確保するという都市計画の

基本理念を達成するため、各種の都市計画が定め

られ、都市計画事業等が実施されています。

奈良県には、大和平野を中心とした「大和都市計

画区域」と吉野郡の3町からなる「吉野三町都市計

画区域」の２つがあり、奈良市については、月ヶ瀬地

区、都祁地区を除いた区域が、前述の「大和都市計

画区域」に含まれています。

4 都市計画の手続き

法15条の2 1項 

第13条に 

市への 

意見聴取 

必要な場合には 

国土交通大臣の同意 
他の行政機関等 

との調整 

市素案 
の作成 

県へ市原案 
の申し出 

法18条1項 法18条3項 

（注２） 

県素案 

の作成 
都市計画の 

案の作成 

公告及び 

案の縦覧 

（２週間） 

奈良県都市 
計画審議会 

都市計画 

の決定 

告示及び 

縦覧 

地元説明会等 

の開催 

公聴会等による住民

意見の反映（任意） 

意見書の提出 
(縦覧期間中） 

法18条1項 法17条 法18条 法20条 

法17条2項 

要旨の提出 

法18条2項 

（注１） 名称のみの変更の場合には手続を
要しない。 

（注２） 

法16条 

（注１） 

■奈良県が定める都市計画決定等の手続き 

■奈良市が定める都市計画決定等の手続き 

市素案 

の作成 

都市計画の 

案の作成 

県との 

事前協議 

原案の公告及び 

縦覧（2週間） 

関係権利者の意見 

(縦覧＋1週間） 

公聴会等による住民 

意見の反映(任意） 

法16条 

意見書の提出 

（縦覧期間中） 

奈良国際文化観光 

都市建設審議会 

都市計画 

の決定 
告示及び 

縦覧 

知事との 

協議 

地区計画等に関する手続きの場合 
（注２） 

法19条3項 

法17条 法19条1項 

法17条2項 

要旨の提出 

法19条2項 

（注１） 

法19条 法20条 

（注１） 名称のみの変更の場合には手続を

要しない。 

（注２） 地区計画等に関する都市計画にお
いては、知事への協議事項は、都市
計画法施行令第13条に掲げる事項
に限定。  

国土交通大臣の同意については、名
称のみの変更又は位置、区域、面積、
構造等の軽易な変更については手
続を要しない。 

公告及び 
案の縦覧 
（２週間） 

奈良国際文化観光 

都市建設審議会 
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